
（平成２２年４月２８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 20 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 14 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 28 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 17 件

年金記録確認茨城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



茨城国民年金 事案 994 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 46年１月から同年３月まで 

Ａ町役場（現在は、Ｂ市役所）Ｃ支所において、転居届を提出した際に、

それまで未納となっていた昭和 46 年１月から同年３月までの国民年金保険料

について、納付書を作成してもらい、その後、郵便局において納付した。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は、３か月と短期間である。 

また、国民年金被保険者台帳（特殊台帳）により、申立人は、申立期間前後

の期間の保険料を現年度納付により納付していることが確認できる上、昭和 46

年４月に、任意加入から強制加入に種別変更をしていることから、申立期間の

保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

さらに、申立期間前の昭和 43 年度の納付記録について、申立人に係るオンラ

イン記録では、保険料が納付済みとなっているものの、国民年金被保険者台帳

（特殊台帳）では、納付記録の記載及び検認印が無いことから、行政側の申立

人に係る記録管理が適正に行われていなかったものと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 995 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年７月から 52 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年７月から 52年３月まで 

会社を退職した後、昭和 51 年６月に独立して自営業を始めた際に、厚生年

金保険から国民年金への切替手続を行い、同時期に、既に妻が加入していた

納税組合に私も加入し、組合長を通じて夫婦二人分の国民年金保険料を納付

してきた。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は９か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除く国民年金加入

期間の保険料をすべて納付している。 

また、申立人は、その妻と一緒に申立期間の保険料を納付していたと主張し

ており、事実、その妻に係る申立期間の保険料については納付済みとなってい

ることから、申立人の保険料のみが未納とされているのは不自然である。 

さらに、Ａ市役所に照会したところ、申立期間当時、Ｂ村役場（現在は、Ａ

市役所）では、年度途中であっても納税組合を通じた保険料の納付が可能であ

った旨の回答が得られたことから、納税組合を通じて夫婦二人分の保険料を納

付していたとする申立人の主張には信憑
ぴょう

性が認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



茨城国民年金 事案 996 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 63 年４月から平成元年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 59年 12月から 60年３月まで 

② 昭和 60年 11月から 62年３月まで 

③ 昭和 63年４月から平成元年３月まで 

昭和 59 年 12 月に病気で退職した際に、母が、Ａ市役所において、私の国民

健康保険の加入手続と同時に、国民年金の加入手続も一緒に行ってくれた。国

民年金保険料については、父が納付しており、当時、私の友人と納付について

話をしたことを覚えている。 

このため、各申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間③については 12 か月と短期間であり、申立人が申立期間③直後の平

成元年度の保険料を納付したのは、オンライン記録により、平成２年４月 27 日

であることが確認できることから、この時点で時効未到来である申立期間③の

保険料を納付しなかったとは考え難い。 

また、申立人の各申立期間に係る保険料を納付したとするその父は、当該期

間の保険料をすべて納付している。 

 

２ 一方、申立期間①及び②について、申立人が国民年金に加入した時期は、前

の 20 歳の強制加入者の国民年金手帳記号番号から、平成元年２月 13 日以降と

考えられ、この時点では、申立期間①の全部及び申立期間②の過半については

時効により保険料を納付できないことから、申立人の主張には不合理な点が認

められる。 

  また、申立人は、その母が国民年金の加入手続を行い、その父が各申立期間

の保険料を納付していたと主張しているが、申立期間①及び②の保険料を納付



したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、しかも、申立人自

身は国民年金の手続に直接関与しておらず、その父も既に他界しているため、

両申立期間当時の具体的な国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明で

ある。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、申

立期間③の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 997 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 56年４月から同年６月まで 

会社を退職後、昭和 55 年４月に国民年金の加入手続を行い、婚姻前の期間

の国民年金保険料については父が納付し、婚姻後の期間の保険料については

私が納付していた。 

申立期間は結婚した時期と重なっているが、国民年金の住所変更等の手続

については適切に行っていたはずである。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、３か月と短期間である。 

また、申立人は、申立期間中に婚姻しており、国民年金被保険者台帳（特殊

台帳）により、昭和 56 年５月 17 日にＡ町（現在は、Ｂ市）からＣ町（現在は、

Ｄ市）に住所変更し、同年６月 16 日付けで、国民年金被保険者資格が「強制」

から「任意」に種別変更が行われていることが確認できることから、婚姻に伴

う国民年金の一連の手続を適切に行い、申立期間の保険料を納付したとする申

立人の主張には信憑
ぴょう

性が認められる。 

さらに、申立人は、申立期間及び国民年金第３号被保険者期間を除く国民年

金加入期間の保険料をすべて納付していることから、年金制度に対する関心の

高さがうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 998 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 45 年４月から 47 年３月までの期間及び 49

年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 43年 11月から 45年３月まで 

② 昭和 45年４月から 47年３月まで 

③ 昭和 49年１月から同年３月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 43 年 11 月か

ら 45 年３月までの期間、同年４月から 47 年３月までの期間及び 49 年１月か

ら同年３月までの期間の国民年金保険料が未納とされていた。 

各申立期間については、父が、Ａ市役所（現在は、Ｂ市役所）において保

険料を納付してくれていたはずであり、各申立期間を除く保険料はすべて納

付している。 

このため、各申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 各申立期間について、申立人の保険料を納付していたとするその父及び母

は、昭和 35 年 10 月１日に国民年金に加入後、60 歳で国民年金被保険者資格

を喪失するまでのすべての期間について保険料を納付しており、52 年４月か

らは付加保険料も納付していることから、年金制度に対する意識の高さがう

かがえる。 

また、申立人が国民年金に加入した時期は、直前の任意加入者の国民年金

手帳記号番号により、昭和 45 年７月１日以降であると考えられ、申立期間②

については、保険料の現年度納付が可能であり、事実、申立期間②の保険料

を納付していたとするその父及び母は、申立期間②の保険料について納付済

みとなっていることから、申立人の保険料のみを納付しなかったとは考え難

い。 



さらに、申立期間③については、３か月と短期間であり、国民年金被保険

者台帳（特殊台帳）により、申立人は、申立期間③前後の期間の保険料につ

いて現年度納付していることが確認でき、事実、申立期間③の保険料を納付

していたとするその父及び母は、申立期間③の保険料について納付済みとな

っていることから、申立人の保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

 

２ 一方、申立人が国民年金に加入した時期は、昭和 45 年７月１日以降である

と考えられ、申立期間①について、その父が、20 歳から継続して保険料を納

付したとする申立人の主張には矛盾が認められる。 

また、申立期間①の保険料を納付したとするその父は、申立期間①に係る

保険料について、後からまとめて納付したことはないと主張しており、事実、

申立期間①の保険料を過年度納付及び特例納付したことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

さらに、申立人は、その父が、国民年金の加入手続を行い、申立期間①の

保険料を納付したと主張しているが、申立人自身は国民年金の手続に直接関

与しておらず、申立期間①当時の具体的な国民年金の加入状況及び保険料の

納付状況が不明である。 

加えて、申立期間①の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もう

かがえず、ほかに申立期間①の保険料を納付したことをうかがわせる事情も

見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

申立期間②及び③の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 999 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年 10 月から 61 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年 10月から 61年３月まで 

    ねんきん特別便を確認したところ、昭和 60 年 10 月から 61 年３月までの国

民年金保険料が未納とされていた。 

 昭和 62 年ごろ、父が、国民年金の加入手続を行い、郵便局において申立期

間を含むそれまでの未納期間の保険料をまとめて納付してくれた。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、６か月と短期間であり、申立人は、申立期間及び国民年金第３

号被保険者期間を除く国民年金加入期間の保険料をすべて納付している。 

また、申立人が国民年金に加入した時期は、前後の国民年金被保険者の第３

号被保険者資格取得処理年月日により、昭和 62 年７月 15 日から同年８月４日

までの間であると考えられ、申立期間については、過年度納付が可能であり、

事実、申立人は、申立期間直後である 61 年４月から 62 年３月までの保険料に

ついて、過年度納付していることから、時効未到来である申立期間の保険料を

納付しなかったとは考え難い。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料について、その父が納付したと主張し

ており、事実、申立期間の前後を通じて申立人の父の仕事や生活状況に大きな

変化は認められず、その父は公務員であり、申立期間の保険料を納付するのに

経済的な問題は無く、申立期間の保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



茨城厚生年金 事案 777 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①について、申立人のＡ社における資格喪失日は平成６年５月

６日と認められることから、申立期間①に係る厚生年金保険被保険者資格

の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、平成５年５月から同年９

月までに係る標準報酬月額を 26 万円、同年 10 月から６年４月までの期間

に係る標準報酬月額を 28 万円とすることが必要である。 

また、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められることから、申立人の上記訂正後のＡ

社における資格喪失日に係る記録を平成６年６月 26 日に訂正し、同年５

月の標準報酬月額を 28 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間②に係る厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成５年５月 31 日から６年５月６日まで 

  ② 平成６年５月６日から同年６月 26 日まで 

  ③ 平成６年６月 26 日から同年７月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社における被保険者資格喪失日が、平成５年５月 31 日である旨の回

答を受けた。 

私は、平成６年６月 30 日までＡ社の正社員として同社に勤務し、同

年７月１日付けで同社の派遣先であったＢ社に正社員として採用された

ことから、Ａ社における被保険者資格喪失日は同年７月１日であるはず

なので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、オンライン記録では、申立人のＡ社における厚

生年金保険被保険者資格記録について、当初、平成５年 10 月１日付け



で標準報酬月額の算定が行われていたところ、６年５月６日付けで算

定が取り消されている上、５年５月 31 日まで遡及
そきゅう

して被保険者資格喪

失日が訂正されていることが確認できる。 

  また、オンライン記録では、Ａ社は、平成５年５月 31 日に厚生年金

保険の適用事業所ではなくなった旨の処理がされているが、同社にお

いて厚生年金保険被保険者資格を有していた申立人を除く 20 人（役員

２人を含む。）のうちの 18 人は、申立人と同様に、遡及して被保険者

資格喪失日が訂正されているほか、２人は、遡及して被保険者資格が

取り消されていることが確認できる。 

  さらに、Ａ社の役員二人から、当時の同社の経営状況について、不振

であった旨の証言が得られたほか、当時の同僚から、当時、給与の遅

配があった旨の証言が得られたことから、同社は平成５年５月 31 日以

降も法人として事業実態があったものと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、上記のよ

うな記録訂正処理を行う合理的な理由は見当たらないことから、被保

険者の資格喪失に係る有効な記録訂正があったとは認められず、申立

人の被保険者資格喪失日は、Ａ社が適用事業所に該当しなくなった処

理をした日から判断して、平成６年５月６日に訂正することが必要で

あると認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、オンライン記録にあ

るＡ社における遡及訂正前の申立人の記録から、平成５年５月から同

年９月までに係る標準報酬月額を 26 万円、同年 10 月から６年４月ま

での期間に係る標準報酬月額を 28 万円とすることが必要であると認め

られる。 

 

  ２ 申立期間②について、労働局に照会したところ、申立人のＡ社に係る

雇用保険被保険者記録では、離職日が平成６年６月 25 日である旨の回

答が得られた。また、申立人は、当時Ａ社の正社員として、派遣先であ

ったＢ社に勤務していたと主張しているところ、同社の人事担当者及び

当時の同僚から、申立人の主張と一致する証言が得られたことから、申

立人は、申立期間②中、Ａ社における雇用保険被保険者資格を有しなが

ら、同社の正社員として、Ｂ社に勤務していたものと推認できる。 

    また、申立期間②当時のＡ社の社会保険事務に関わっていた者から、

申立人は、同期間中、同社から給与が支給されており、給与から社会保

険料が控除されていた旨の証言が得られた。 

    さらに、申立期間②以前に、Ａ社における厚生年金保険被保険者資格

を喪失した者のうち、連絡先の判明した 15 人に照会したところ、10 人

から回答が得られ、そのうちの７人からは、申立期間②当時、同社に勤



務し、給与から厚生年金保険料が控除されていた旨の証言が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間②において、

Ｂ社に勤務しながらも、Ａ社における厚生年金保険被保険者として厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社における

遡及取消前の平成６年５月のオンライン記録から、28 万円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間②の保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は不明としているものの、事業主は申

立期間②において適用事業所となる要件を満たしていたにもかかわらず、

社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められることから、

申立期間②に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

  ３ 申立期間③について、上記２の通り、申立人のＡ社に係る雇用保険被

保険者記録では、離職日が平成６年６月 25 日となっている。 

    また、Ｂ社の人事担当者から、申立人について、採用年月日は平成６

年７月１日であり、同年７月分の給与において控除されている社会保険

料控除額は当月分の社会保険料控除額である旨の回答が得られた。 

さらに、申立期間③における厚生年金保険料をＡ社の事業主により給

与から控除された事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は

無く、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間③に係る厚生年

金保険料を事業主により、給与から控除されていたことを認めることは

できない。 



茨城厚生年金 事案 778 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 19 年６月１日に厚生年金保険被保険者の資格

を取得し、20 年 11 月 30 日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所

に行ったことが認められることから、申立人の申立期間②に係る厚生年金

保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要で

ある。 

なお、昭和 19 年６月から 20 年５月までの標準報酬月額は 80 円、同年

６月から同年 10 月までの標準報酬月額は 90 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 18 年４月 16 日から 19 年６月１日まで 

           ② 昭和 19 年６月１日から 20 年 11 月 30 日まで 

           ③ 昭和 20 年 11 月 30 日から 21 年３月まで  

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したとこ 

ろ、Ａ社Ｂ工場に勤務していた期間のうち、昭和 18 年４月 16 日から

19 年６月１日までの期間、同年６月１日から 20 年 11 月 30 日までの期

間及び同年 11 月 30 日から 21 年３月までの加入記録が無かった旨の回

答を受けた。 

終戦後の昭和 21 年３月まで、Ａ社Ｂ工場に継続して勤務していたの

で、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人と同様に、昭和 18 年４月 15 日に、Ａ社

Ｂ工場における厚生年金保険被保険者資格を喪失した同僚のうち、連絡

先の判明した６人に照会したところ、５人から回答が得られ、そのうち

の１人からは、被保険者資格を喪失したことについて、工場勤務を離れ、

Ｃ養成所に入学したためであるとしており、また、同養成所を卒業した

後、同社同工場に戻り、申立期間②に同社同工場に勤務していた旨を主

張していることから、オンライン記録及び健康保険厚生年金保険被保険



者台帳により、当該同僚の被保険者資格記録を調べたところ、当該同僚

は申立期間②に同社同工場において被保険者資格を有していたことが確

認できる。 

  また、上記回答の得られた同僚は、申立人について、当該同僚と同様

に、昭和 18 年４月 15 日付けでＣ養成所に入学し、同養成所を卒業後、

申立期間②にＡ社Ｂ工場に勤務していたとしているところ、Ａ社Ｄグル

ープから提出された「従業員名簿」及び健康保険厚生年金保険被保険者

台帳では、生年月日は異なるものの、申立人と同姓同名で、昭和 19 年

６月１日から 20 年 11 月 30 日までの期間に、同社Ｂ工場において、被

保険者資格を有していた者がいることが確認できる。 

さらに、Ａ社Ｄグループ社会保険ユニット担当者に、上記のことを踏

まえ、申立人が主張する申立期間②当時の勤務先及び担当職務について

照会したところ、同社から提出された「従業員名簿」及び健康保険厚生

年金保険被保険者台帳において、記載内容が一致し、申立期間②に同社

Ｂ工場において被保険者資格を有していたことが確認できる者は、申立

人と断定できる旨の回答が得られた。 

これらを総合的に判断すると、申立人が主張する昭和 19 年６月１日

に厚生年金保険被保険者資格を取得し、20 年 11 月 30 日に同資格を喪

失した旨の届出を事業主が社会保険事務所に対して行ったことが認めら

れることから、申立期間②について厚生年金保険被保険者資格の取得日

及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、事業主が保管する健康

保険厚生年金保険被保険者台帳から、昭和 19 年６月から 20 年５月まで

を 80 円、同年６月から同年 10 月までを 90 円とすることが妥当である。 

 

２ 申立期間①及び③について、Ａ社Ｄグループから提出された「従業員

名簿」及び健康保険厚生年金保険被保険者台帳では、申立人の名前は見

当たらない。 

また、申立期間①について、上記１において回答の得られた同僚から、

申立人はＣ養成所に通学していた旨の証言が得られたとともに、当該同

僚も同養成所に通学していたとする期間については、厚生年金保険の被

保険者記録は無い。 

さらに、申立人は、申立期間①及び③に勤務していた同僚の氏名を記

憶していないことから、申立人に係る申立期間①及び③当時の勤務状況

等について具体的な証言を得ることができない。 

加えて、申立期間①及び③に厚生年金保険料を事業主により給与から

控除された事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、

申立人の申立期間①及び③における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断す



ると、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間①及び③に係る

厚生年金保険料を事業主により、給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 

 



茨城厚生年金 事案 779 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 46 年 10 月 10 日から 48 年１月１日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

48 年１月１日に訂正し、当該期間のうち、46 年 11 月から 47 年７月まで

の標準報酬月額を３万 9,000 円、同年８月及び同年９月の標準報酬月額を

４万 8,000 円、47 年 10 月から同年 12 月までの標準報酬月額を５万 2,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年 10 月 10 日から 48 年２月２日まで

② 昭和 48 年２月２日から同年３月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したとこ 

ろ、Ａ社に勤務していた昭和 46 年 10 月８日から 48 年３月１日までの

期間のうち、46 年 10 月 10 日から 48 年３月１日までの期間について、

加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

しかし、私が現在保管しているＡ社から交付された給与明細書により、

給与から厚生年金保険料が控除されていることが確認できるので、両申

立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人から提出された当時のＢ帳及び日記の記

載内容により、申立人は、当該期間にＡ社に勤務していたことが推認で

きる。 

また、申立人はＡ社の給与明細書を５枚所持しているが、そのうち１

枚は「昭和 47 年９月」に支払われ、厚生年金保険料として 1,536 円が

控除されていることが確認できるものの、１枚は「12 月」（発行年不

明）の記載と保険料として 1,792 円が控除されていることが確認でき、

２枚は発行年月の記載が無く、保険料控除額 1,792 円と記載され、１枚



は、発行年月及び保険料控除額ともに記載が無い。当該給与明細書につ

いて、Ａ社に照会したところ、申立人から提出された給与明細書５枚に

ついては、同社で発行したものである旨の回答が得られたが、「昭和

47 年９月」と確認できるもの以外の給与明細書の発行年及び発行年月

は不明としている。 

さらに、申立人から提出された給与明細書を精査したところ、「12

月」の記載があるのみで支給年の記載がない１枚と支給年月の記載が無

い２枚について、昭和 47 年９月の給与明細書に記載されている厚生年

金保険料に対応する標準報酬等級よりも高い標準報酬等級に対応する厚

生年金保険料が控除されていることが確認できること、申立人から提出

された日記に記載されている給与受取額と当該明細書の差引支給額が一

致すること及びＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において

取り消されている 47 年 10 月の定時決定の記録が当該明細書における控

除保険料の標準報酬等級と一致することから、当該明細書３枚は、それ

ぞれ 47 年 11 月、同年 12 月及び 48 年１月の給与明細書であることが推

認できる。 

加えて、Ａ社は、当時の厚生年金保険料の控除方式については不明と

しており、申立人から昭和 48 年２月の給与明細書の提出もなく、同年

１月分の給与明細書で控除されている厚生年金保険料が同年１月分であ

るとまで推認することができない。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間①のうち、

昭和 46 年 10 月 10 日から 48 年１月１日までの期間に、Ａ社に正社員と

して勤務し、46 年 11 月から 47 年 12 月までの厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立人の標準報酬月額については、申立期間①のうち、昭和

46 年 11 月から 47 年８月までは、申立人の 46 年 10 月のオンライン記

録から、３万 9,000 円、給与明細書の保険料控除額及び給与総支給額か

ら、47 年９月は４万 8,000 円、47 年 10 月から同年 12 月までは５万

2,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから不明であ

るが、申立期間に行われるべき事業主による健康保険厚生年金保険被保

険者報酬月額算定基礎届及びこれに基づく定時決定や事業主による申立

どおりの資格喪失届などのいずれの機会においても、社会保険事務所が

記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主が昭和 46 年 10 月 10

日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所

は、申立人に係る同年 11 月から 47 年 12 月までの保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行



していないと認められる。 

 

２ 申立期間①のうち、昭和 48 年１月１日から同年２月２日までの期間

について、Ｂ帳の記載から、申立人がＡ社に勤務していたことは推認で

きるものの、上記１に記載のとおり、申立人から提出された申立期間①

当時の給与明細書から、同年１月分の厚生年金保険料が控除されたこと

を確認することができない。 

  また、Ａ社及び当時の同僚に照会したところ、申立人の給与から厚生

年金保険料が控除されていたことをうかがわせる具体的な証言を得るこ

とができなかった。 

  さらに、日記の記載からも、昭和 48 年１月分より後の期間に係る給

与支給について確認することができない上、ほかに厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料、周辺事情も見当たらない。 

 

３ 申立期間②について、申立人から提出されたＢ帳及び日記において記

載が無く、申立人が同期間にＡ社に勤務していたことが推認できない。 

また、Ａ社に照会したところ、申立期間②当時の関係資料が残存して

いないため、申立人の勤務及び厚生年金保険の適用状況については不明

である旨の回答が得られた。 

さらに、申立人から提出された日記に名前の記載があった同僚（その

うち申立人が名前を挙げた同僚３人を含む。）のうち、連絡先が判明し

た３人に照会したものの、申立人に係る申立期間②当時の勤務状況等に

ついて具体的な証言が得られなかった。 

このほか、申立期間②に厚生年金保険料を事業主により給与から控除

された事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立

人の申立期間②における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、

周辺事情も見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断す

ると、申立人が、厚生年金保険の被保険者として、申立期間①のうち、

昭和 48 年１月１日から同年２月２日までの期間及び申立期間②に係る

厚生年金保険料を事業主により、給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 



茨城厚生年金 事案 780 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ店における資格取

得日に係る記録を昭和 45 年６月 21 日に、資格喪失日に係る記録を同年９

月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を５万 6,000 円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年６月 21 日から同年９月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したとこ 

ろ、Ａ社の関連会社であるＣ社に勤務していた期間のうち、昭和 45 年

６月 21 日から同年９月１日までの期間について、厚生年金保険の加入

記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、昭和 45 年６月末ころに転勤の命を受け、Ｄ部の責任者として、

Ｃ社Ｅ店から、当時、新規オープンした同社Ｂ店に転勤した。 

Ｃ社に入社してからＡ社で退職するまで、継続して勤務していたこと

は間違いないので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   労働局に照会したところ、申立期間より前の雇用保険被保険者記録につ

いては確認できないものの、申立人は、Ｆ社において、昭和 45 年６月 21

日に被保険者資格を取得し、平成４年８月 10 日に離職していることが確

認できる旨の回答が得られた。 

   また、申立人から提出されたＡ社における永年勤続 20 年の表彰状（平

成元年４月９日付け）について、同社総務部に照会したところ、申立人は、

同社に継続して勤務し、申立期間についても勤務していたと思われる旨の

ほか、当時、Ｃ社Ｂ店は、新規オープンで忙しく、厚生年金保険の新規適

用事業所に係る届出を昭和 45 年９月１日に遅れて提出していることから、



本来であれば、申立人の被保険者資格については、既に適用事業所となっ

ていたＡ社Ｂ店において、同年６月 21 日付けで一旦取得し、同年９月１

日付けで喪失させた後、同日付けで、Ｃ社Ｂ店において、改めて、取得さ

せるべきであったと思われる旨の回答が得られた。 

   さらに、申立人は、昭和 45 年６月末ころに転勤の命を受けてすぐＨ市

に転勤したと主張しているところ、住民票除票により、同年６月 20 日付

けで、同市へ転入したことが確認できる。 

   加えて、申立人が申立期間以前に勤務していたＣ社Ｅ店の元上司に照会

したところ、申立人が主張する申立内容と一致する旨の証言のほか、当時、

同社Ｂ店に異動した者の給与の支給及び社会保険料控除については、Ａ社

Ｂ店において行われていたと思われる旨の証言が得られた。 

また、申立人が名前を挙げた同僚９人のうち、連絡先が判明した３人

に照会したところ、全員から、申立期間当時、申立人はＣ社Ｂ店に勤務

していた旨の証言が得られ、そのうち、Ｇ部の担当者として、同社Ｅ店

からＡ社Ｂ店へ異動し、申立人と同じくＨ市内の寮で生活していた同僚

１人からは、申立人は、自身と同じく昭和 45 年６月末ころに入寮し、同

時期より同社同店に勤務していたことは間違いない旨の証言が得られた。

なお、当該同僚の厚生年金保険被保険者資格記録についてオンライン記

録により調べたところ、申立期間中、Ａ社Ｂ店において被保険者資格を

有していることが確認できる。 

さらに、申立期間当時、Ａ社Ｂ店において経理を担当していた同僚一

人に照会したところ、当時、申立人はＣ社Ｂ店に勤務していた旨のほか、

当時の社会保険関係の事務について、Ｉビル内にある事務所において、

自身の上司が、Ａ社Ｂ店、Ｃ社Ｂ店及びＪ社Ｂ店３社分を一括して行っ

ていた旨の証言が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、

Ｃ社Ｂ店に勤務しながらも、Ａ社Ｂ店における厚生年金保険被保険者と

して厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認め

られる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＣ社Ｂ店に

おける昭和 45 年９月のオンライン記録から、５万 6,000 円とすることが

妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主から、申立期間当時、申立人の被保険者資格の届出

を提出する際に誤りがあったと思われる旨の回答が得られたことから、

事業主から社会保険事務所へ資格の喪失の得喪等に係る届出は行われて

おらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年６月から８月

の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る

申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 781 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 23 年４月 30 日から同年８月 14 日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ機関における資格喪失日に係る記録

を昭和 23 年８月 14 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 600 円とする

ことが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 23 年４月 30 日から同年８月 14 日まで 

  ② 昭和 24 年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したとこ 

ろ、Ａ機関に勤務していた期間のうち、昭和 23 年４月 30 日から同年８

月 14 日までの期間及びＢ機関に勤務していた期間のうち、24 年９月 30

日から同年 10 月１日までの期間について、加入記録が無かった旨の回

答を受けた。 

両事業所に勤務していたことは間違いないので、両申立期間について

厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、同僚４人（申立人が名前を挙げた同僚２人を含

む。）から、申立人は、申立期間①当時、Ａ機関に勤務していた旨のほ

か、当時の経理事務担当者から、申立人は、申立期間①当時、給与から

厚生年金保険料が控除されていた旨の証言が得られた。 

  また、健康保険被保険者名簿により、Ａ機関は昭和 23 年８月 14 日に

適用事業所に該当しなくなっていることが確認できるところ、申立人が

同日まで一緒に勤務していたとする同僚８人のうち６人は、同会に係る

健康保険被保険者名簿により、同日に被保険者資格を喪失するまで、継

続して被保険者であったことが確認できる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、昭和 23 年４月 30 日



から同年８月 14 日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人に係る厚生年金保

険被保険者台帳（旧台帳）の昭和 22 年 11 月の記録から、600 円とする

ことが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事

務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 

 

２ 申立期間②について、健康保険被保険者名簿により、Ｂ機関は、昭和

24 年９月 30 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっているこ

とが確認できる。 

  また、Ｂ機関の業務を引き継いでいるＣ機関に照会したところ、申立

期間②当時の資料は残存していないため、申立期間②の事業所の状況に

ついて確認することができない旨の回答が得られた。 

  さらに、Ｂ機関に係る健康保険被保険者名簿により、同会が厚生年金

保険の適用事業所に該当しなくなった昭和 23 年９月 30 日に、その時点

で在職していたすべての職員 130 人（申立人を含む。）が被保険者資格

を喪失していることが確認でき、また、健康保険被保険者名簿により、

そのうちの 90 人は、Ｄ機関において、被保険者資格を取得しているこ

とが確認できるものの、その取得手続は、同年 10 月１日から 25 年４月

１日までの期間にかけて行われていることが確認できる。 

  加えて、昭和 23 年９月 30 日付けで、Ｂ機関における厚生年金保険被

保険者資格を喪失した者 130 人のうち、連絡先の判明した５人に照会し

たものの、申立人に係る当時の厚生年金保険の適用に関する具体的な証

言を得ることはできなかった。 

このほか、申立期間②に厚生年金保険料を事業主により給与から控除

された事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立

人の申立期間②における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、

周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間②に係る厚生年

金保険料を事業主により、給与から控除されていたことを認めることは

できない。 



茨城厚生年金 事案 782 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 44 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 6,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年５月１日から 44年９月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 43 年５月１日から 44 年９月１日までの期間につ

いて、記録が無かった旨の回答を受けた。 

Ａ社は私の実家であり、申立期間中、私は継続して正社員として働いて

いた。 

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時にＡ社に勤務していたことは、現在の事業主である

申立人の弟及び同僚の証言により推認できる。 

また、現在の事業主である申立人の弟から、申立期間当時、経理を担当し、

事業主であった申立人の父は、既に他界している上、当時のＡ社の資料は残

存していないものの、自身の記憶では、申立人の勤務形態について、昭和43

年５月の前後に変更は無く、一貫してＢ作業を担当していた旨のほか、当時

の同社の社会保険の取扱いでは、パート・アルバイトの区別なく従業員全員

を社会保険に加入させ、原則として従業員の給与から社会保険料を控除して

いたことから、当然、申立人も厚生年金保険に加入し、厚生年金保険料を給

与から控除していたと思われる旨の回答が得られた。 



さらに、申立期間当時、Ａ社に勤務していた同僚10人のうち、存命中で連

絡先が判明した６人に照会したところ、４人から回答が得られ、そのうち親

族以外の１人からは、当時、経理を担当していた社長以外、申立人を含むす

べての従業員がＢ作業を担当していた旨のほか、申立人の勤務形態について、

昭和43年５月の前後に変更は無かった旨の回答が得られた。また、申立人の

兄（次男）の妻からは、申立人の勤務形態について、Ｄ地に転居するまで、

変更は無かった旨のほか、社長は家族を大事にする者であったので、申立人

は、申立期間中、当然、厚生年金保険に加入していたと思われる旨の回答が

得られた。さらに、申立人の姉からは、自身が退職するまで、申立人の勤務

形態に変更は無かった旨のほか、当時のＡ社の厚生年金保険の取扱いでは、

社員であれば、入社から退社まで厚生年金保険に加入させていた旨の回答が

得られた。 

加えて、上記回答が得られた同僚４人のうち、平成16年に退社した１人を

除く３人が主張する自身の退職日とＡ社における厚生年金保険被保険者資格

喪失日は概ね一致することが確認でき、また、当該同僚から、申立期間当時、

同社では、退職前に厚生年金保険を喪失させるような取扱いは無かった旨の

回答が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社

に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における資格喪

失前の定時決定（昭和42年10月１日）の標準報酬月額から、２万6,000円とす

ることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、申立期間に行われるべき事業主による健康保険厚生年金保険被保険

者報酬月額算定基礎届及びこれに基づく定時決定や事業主による申立てどお

りの資格喪失届などのいずれの機会においても、社会保険事務所が申立人に

係る記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主が、昭和43年５月１日

を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

43年５月から44年８月までの期間に係る厚生年金保険料について納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。



茨城厚生年金 事案 783 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日は昭和 50 年５月１日であると

認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日

に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、18 万円とすることが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年４月 30 日から同年５月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したとこ 

ろ、Ａ社Ｂ支店における厚生年金保険の被保険者資格喪失日が昭和 50

年４月 30 日である旨の回答を受けた。 

しかし、私は、昭和 39 年４月１日に入社してから平成 17 年７月 31

日に退職するまで、Ａ社に継続して勤務しており、申立期間については

同社Ｂ支店に勤務していたと記憶している。 

また、証拠書類として厚生年金保険料が控除されていたことが記され

ている給与明細書を提出するので、申立期間について厚生年金保険の被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   労働局に照会したところ、申立人のＡ社に係る雇用保険被保険者記録で

は、資格取得日が昭和 39 年４月１日、離職日が平成 17 年７月 31 日であ

る旨の回答が得られたことから、申立人が申立期間中に同社に勤務してい

たことが確認できる。 

   また、Ａ社に照会したところ、申立人は、昭和 39 年４月１日から平成

17 年７月 31 日まで、同社に継続して勤務し、昭和 50 年５月１日付けで、

同社Ｂ支店から同社Ｃ支店に異動した旨のほか、申立期間当時、厚生年金

保険料については、翌月控除方式により、給与から控除していた旨の回答

が得られた上、申立人から提出された同社の同年５月分の給与明細書では、

厚生年金保険料 6,840 円が控除されていることが確認できる。 

さらに、Ｄ厚生年金基金から記録を引き継ぎ、管理している企業年金連



合会に照会したところ、申立人は、昭和 42 年５月１日に厚生年金基金加

入員資格を取得し、平成 15 年４月 15 日に同資格を喪失するまで、継続し

て加入員資格を有していた旨の回答が得られたほか、Ａ社から、申立期間

当時、厚生年金基金の資格取得及び喪失に係る届出は、複写式の様式を用

いて行っていたと思われる旨の回答が得られた。 

これらを総合的に判断すると、申立人が主張する昭和 50 年５月１日に

厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を事業主が社会保険事務所

に対して行ったことが認められることから、申立期間について厚生年金保

険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る厚生年金基金

の昭和 50 年３月の記録から、18 万円とすることが必要である。 



茨城厚生年金 事案 784 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る船員保険料を事業主（Ａ機関、以下同じ）に

より給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ機関

における資格取得日に係る記録を昭和 21 年８月 23 日に、資格喪失日に係

る記録を 22 年６月３日に訂正し、申立期間の標準報酬月額については、

21 年８月から同年 12 月までに係る標準報酬月額を 330 円に、22 年１月か

ら同年５月までに係る標準報酬月額を 420 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の船員保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21 年８月 23 日から 22 年６月３日まで 

社会保険事務所（当時）に船員保険加入記録を照会したところ、Ｂ船

に乗船していた昭和 21 年８月 23 日から 22 年６月３日までの期間につ

いて、記録が無かった旨の回答を受けた。船員手帳により乗船していた

ことが確認できるので、申立期間について船員保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された船員手帳により、申立人が、昭和 21 年８月 23 日

から 22 年６月２日までの期間について、Ｂ船に機関員として乗船してい

たことが確認できる。 

また、Ｃ社（Ｂ船を所有していたＤ社とＥ社が合併して設立）に照会し

たところ、昭和 21 年以降については、Ｄ社が所有していた１万トンクラ

スの船舶に乗り組む船員について、Ａ機関に徴用されている関係もあり、

船員保険に加入させない取扱いは考え難いとの回答が得られた。 

さらに、Ａ船に係る船員保険船舶台帳には常時乗組員数として 150 人と

記載されているが、同船の被保険者名簿には 167 人が登載されていること

が確認できる。 

加えて、申立期間当時、Ｂ船において被保険者資格を取得している機関

関連職のうち、存命中で連絡先が判明した５人に照会したところ、３人か



ら回答が得られ、うち１人から、機関関連船員として 35 人程度と機関関

連の高級船員として 10 人程度が乗船していたとの証言が得られたところ、

Ｂ船に係る被保険者名簿には、32 人の機関関連一般船員と 15 人の機関関

連高級船員が登載されていることが確認でき、これらのことから、申立期

間当時、Ｂ船に乗船していたほぼ全員が船員保険に加入していたものと推

認できる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、船

員保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の船員手帳の記載

から、昭和 21 年８月から同年 12 月までに係る標準報酬月額を 330 円に、

22 年１月から同年５月までに係る標準報酬月額を 420 円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、仮に、事業主から申立人の申立期間に係る被保険者資格取

得届が提出された場合には、その後被保険者資格喪失届も提出されてい

るにもかかわらず、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出

を記録しないとは考え難いことから、事業主から申立てどおりの資格の

得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る昭和 21 年８月から 22 年５月までの保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 785 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格

取得日に係る記録を昭和 45 年５月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を６万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 45 年５月 21 日から同年６月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を確認したとこ 

ろ、Ａ社に勤務していた昭和 36 年４月 11 日から平成 14 年 10 月 21 日

までの期間のうち、昭和 45 年５月 21 日から同年６月１日までの期間に

ついて、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

昭和 36 年４月 11 日の入社から平成 14 年 10 月 20 日の退社まで、Ａ

社に継続して勤務していたので、申立期間について厚生年金保険の被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

３ 委員会の判断の理由 

    労働局に照会したところ、申立人のＡ社に係る雇用保険被保険者記録

では、資格取得日が昭和 36 年４月 11 日、離職日が平成 14 年 10 月 20

日である旨の回答が得られたことから、申立人が申立期間中に同社に勤

務していたことが確認できる。 

    また、申立人が名前を挙げたＡ社の同僚二人に照会したところ、一人

から回答が得られ、申立人の業務内容について、昭和 45 年５月 21 日以

降、Ｃ作業からＤ作業へ変わったものの、申立人は引き続き同社Ｂ工場

に勤務していた旨の回答が得られた。 

    さらに、Ａ社に照会したところ、申立人が申立期間に同社に勤務して

いた旨のほか、同期間に勤務していたということであれば、同期間に係

る厚生年金保険料を控除していたと考えられる旨の回答が得られた。 

    これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、



Ａ社Ｂ工場に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

    また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社におけ

る昭和 45 年４月のオンライン記録及び同社Ｂ工場における同年６月の

オンライン記録から、６万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、Ａ社は不明としており、これを確認できる関連資料及び周

辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事

務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



茨城厚生年金 事案 786 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人

のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和 50 年２月１日に、Ｂ社にお

ける資格取得日に係る記録を 51 年 11 月 26 日に訂正し、申立期間①に係

る標準報酬月額を７万 6,000 円、申立期間②に係る標準報酬月額を８万

6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

また、申立人は、申立期間のうち、申立期間③に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人

のＣ社における資格取得日に係る記録を昭和 52 年 11 月１日に訂正し、申

立期間③に係る標準報酬月額を 13 万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間③の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50 年１月 31 日から同年２月１日まで 

             ② 昭和 51 年 11 月 26 日から同年 12 月５日まで 

             ③ 昭和 52 年 11 月１日から同年 12 月１日まで 

             ④ 昭和 55 年１月 26 日から同年２月１日まで 

             ⑤ 昭和 63 年３月 20 日から同年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 50 年１月 31 日から同年２月１日までの期間、

Ｂ社（現在は、Ｄ社）に勤務していた 51 年 11 月 26 日から同年 12 月５

日までの期間、Ｃ社に勤務していた 52 年 11 月１日から同年 12 月１日

までの期間、Ｅ社に勤務していた 55 年１月 26 日から同年２月１日まで

の期間及びＦ社（現在は、Ｇ社）に勤務していた 63 年３月 20 日から同

年４月１日までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

それぞれの事業所に勤務していたことは間違いなく、各申立期間に係

る給与明細書を持っているので、同期間について厚生年金保険の被保険

者であったことを認めてほしい。 



 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人が申立期間①当時にＡ社に勤務していたことは、同社の回答及

び申立人から提出された同社の給与袋により、推認できる。 

また、Ａ社に照会したところ、申立人から提出された同社の昭和 50

年１月分の給与明細書については、同社で発行した給与明細書で間違い

ない旨のほか、申立期間①当時の同社における厚生年金保険料の控除方

式については、当月控除であったと思われる旨の回答が得られたことか

ら、当該明細書に記載されている厚生年金保険料控除額は、申立期間①

に係る厚生年金保険料であることが確認できる。 

  さらに、Ａ社から、申立人に係る厚生年金保険被保険者の資格喪失に

係る届出について、申立期間①当時の社会保険事務担当者が届出を誤っ

たのではないかと思われる旨の回答が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間①において、

Ａ社に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ものと認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人から提出された

Ａ社の昭和 50 年１月分の給与明細書から、７万 6,000 円とすることが

妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主から、申立期間①当時、申立人の被保険者資格の届

出を提出する際に誤りがあったと思われる旨の回答が得られたことから、

事業主は昭和 50 年１月 31 日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年１月の保険料について納入の告知を行

っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間①の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

２ 申立人から提出されたＢ社の昭和 51 年 12 月分の給与明細書に、申立

人が昭和 51 年 11 月 26 日から同年 12 月 25 日まで同社に勤務していた

旨の記載があることから、申立人が申立期間②に同社に勤務していたこ

とが確認できる。 

また、Ｄ社に照会したところ、申立人から提出されたＢ社の昭和 51

年 12 月分の給与明細書については、同社で発行した給与明細書で間違

いない旨のほか、申立期間②当時の同社における厚生年金保険料の控除

方式については、翌月控除であったと思われる旨の回答が得られたこと

から、当該明細書に記載されている厚生年金保険料控除額は、申立期間

②に係る厚生年金保険料であることが確認できる。 

さらに、Ｄ社から、申立人に係る厚生年金保険被保険者の資格取得に

係る届出について、申立期間②当時の社会保険事務担当者が届出を誤っ



たのではないかと思われる旨の回答が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間②において、

Ｂ社に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ものと認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人から提出された

Ｂ社の昭和 51 年 12 月分の給与明細書から、８万 6,000 円とすることが

妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主から、申立期間②当時、申立人の被保険者資格の届

出を提出する際に誤りがあったと思われる旨の回答が得られたことから、

事業主は昭和 51 年 12 月５日を資格取得日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年 11 月の保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間②の保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

３ 申立人から提出されたＣ社の昭和 52 年 11 月分の給与明細書に、申立

人が昭和 52 年 11 月１日から同年 11 月 30 日まで同社に勤務していた旨

の記載があることから、申立人が申立期間③に同社に勤務していたこと

が確認できる。 

また、申立期間③当時、社会保険事務を担当していた者に照会したと

ころ、申立人から提出された同社の昭和 52 年 11 月分の給与明細書につ

いては、当時、同社で発行した給与明細書で間違いない旨のほか、申立

期間③当時の同社における厚生年金保険料の控除方式については、当月

控除であったと思われる旨の回答が得られたことから、当該明細書に記

載されている厚生年金保険料控除額は、申立期間③に係る厚生年金保険

料であることが確認できる。 

さらに、社会保険事務を担当していた者から、申立人に係る厚生年金

保険被保険者の資格取得に係る届出について、同社の届出時の誤りでは

ないかと思われる旨の証言が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間③において、

Ｃ社に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ものと認められる。 

また、申立期間③の標準報酬月額については、申立人から提出された

Ｃ社の昭和 52 年 11 月分の給与明細書から、13 万４,000 円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、Ｃ社は平成９年に解散しており、これを確認できる関連資

料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事

務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び



周辺事情は無いことから、行ったとは認められない。 

 

  ４ 公共職業安定所に照会したところ、申立人のＥ社に係る雇用保険被保

険者記録では、資格取得日が昭和 54 年４月１日、離職日が 55 年１月

25 日である旨の回答が得られた。 

    また、Ｅ社に照会したところ、申立人の退職日は昭和 55 年１月 25 日

であった旨のほか、退職月である同年１月の厚生年金保険料については

給与から控除していない旨の回答が得られ、事実、同社から提出された

「厚生年金保険等の記録簿」及び申立人から提出された同社の給与明細

書では、申立期間④に係る厚生年金保険料が控除されたことを確認する

ことはできない。 

 

  ５ 公共職業安定所に照会したところ、申立人のＦ社に係る雇用保険被保

険者記録では、資格取得日が昭和 63 年２月１日、離職日が同年３月 20

日である旨の回答が得られた。 

    また、申立人から提出されたＦ社の昭和 63 年３月分の給与明細書で

は、昭和 63 年３月における申立人の出勤日数が、所定労働日数が 24 日

間であるところ、６日間であったことが確認でき、申立人は必ずしも同

年３月末日まで勤務していたとは考え難い上、申立人自身も正確な退職

時期を記憶していない。 

    さらに、当該明細書に厚生年金保険料控除額が記載されていることに

ついて、Ｇ社に照会したところ、申立期間⑤当時の同社における厚生年

金保険料の控除方式は当月控除であったとしているものの、当時の担当

者による給与計算時の誤りではないかと考えられる旨の回答が得られた。 

 

６ このほか、申立期間④及び⑤に厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除された事実を確認できる源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申

立期間④及び⑤における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、

周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間④及び⑤に係る

厚生年金保険料を両事業主により、給与から控除されていたことを認め

ることはできない。 



茨城厚生年金 事案 787 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を平成９年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 56 万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年９月 30日から同年 10月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた期間のうち、平成９年９月 30 日から同年 10 月１日ま

で期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、入社してから現在に至るまで、Ｂ社及び同社の関連会社であるＡ

社に継続して勤務しており、一度も退職したことはないので、申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録、Ｂ社から提出された社員人事カー

ド及び同社からの回答により、申立人は、同社に入社してから現在に至るま

で、同社及びＡ社に継続勤務し、申立期間中には、Ａ社に勤務していたこと

が認められる。 

また、Ｂ社に照会したところ、同社及びＡ社では、翌月控除方式により、

給与から厚生年金保険料を控除している旨の回答が得られた上、Ｂ社から提

出された賃金台帳により、申立人の給与から申立期間に係る厚生年金保険料

を給与から控除されていることが確認できる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社

に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ｂ社から提出された平成９年



10 月分の賃金台帳に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除額から、56

万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は、申立人について被保険者の資格喪失日を誤って平成９年

９月 30 日として届出を行ったとしていることから、事業主から社会保険事務

所へ申立てどおりの資格の喪失に係る届出は行われておらず、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る同年９月の保険料について納入の告知を行っ

ておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付され

るべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



茨城厚生年金 事案 788 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ店に

おける資格喪失日に係る記録を昭和 46 年９月１日に訂正し、申立期間の

標準報酬月額を４万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年８月１日から同年９月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したとこ 

ろ、Ａ社Ｃ店に勤務していた昭和 46 年８月１日から同年９月１日まで

の期間について、記録が無かった旨の回答を受けた。手元の給与明細書

で、厚生年金保険料が控除されていることが確認できるので、申立期間

について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された、昭和 46 年７月分から同年９月分までの給与明

細書及び申立人が名前を挙げている、申立人と同日にＡ社Ｃ店において被

保険者資格を喪失し、申立人と同日にＤ社において被保険者資格を取得し

た同僚の回答から、申立人が申立期間中、Ａ社Ｃ店に勤務し、厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出された給与

明細書から確認できる昭和 46 年８月分の厚生年金保険料控除額から、４

万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業所は、申立期間当時の関係書類が残存していないため不明

と主張しているが、申立人と同様に昭和 46 年９月１日に申立事業所から

Ｄ社Ｅ工場に異動した同僚 10 人に係る厚生年金保険の記録においても、

申立人と同様のケースが確認できることから、申立人が申立事業所から同

社同工場に異動した際も、厚生年金保険被保険者資格の喪失に係る届出が



適切に行われなかったことが推認できる。その結果、社会保険事務所は、

申立期間に係る保険料についての納入の告知を行っておらず（社会保険事

務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当

した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係

る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 789 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立てに係る事業所における厚生年金保険被保険者の資格喪失

日及び資格取得日は、昭和 45 年９月６日であると認められることから、

申立人のＡ社Ｂ工場における当該資格喪失日及び同社Ｃ営業所における当

該資格取得日に係る記録を同年９月６日に訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、４万 5,000 円とすることが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年７月６日から同年９月６日まで 

             ② 昭和 45 年９月６日から同年９月 21 日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社Ｂ工場における厚生年金保険の被保険者資格喪失日が、昭和 45 年

７月６日となっており、次の異動先である同社Ｃ営業所における被保険

者資格取得日が、同年９月 21 日である旨の回答を受けた。 

私は、昭和 45 年９月６日付けでＡ社Ｂ工場から同社Ｃ営業所へ異動

したことから、同社Ｂ工場における当該資格喪失日及び同社Ｃ営業所に

おける当該資格取得日は 45 年９月６日であるはずなので、申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ企業年金基金に照会したところ、申立人は、昭和 44 年２月 21 日に加

入員資格を取得し、51 年 11 月６日に同資格を喪失した旨の回答が得られ

たことから、申立人が申立期間中にＡ社に勤務していたことが確認できる。 

また、同基金から提出された厚生年金基金の資格取得及び喪失に係る届

出の控えにより、申立人のＡ社Ｂ工場における加入員資格喪失日は、昭和

45 年９月６日であり、また、同社Ｃ営業所における同資格取得日は、同

年９月６日であることが確認できる。 

さらに、同基金から、申立期間当時の厚生年金基金の資格取得及び喪失

に係る届出は、複写式の様式を用いて行っていたとの回答が得られた。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が主張する昭和 45 年



９月６日にＡ社Ｂ工場において厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、同

日に同社Ｃ営業所において資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に対

して行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、Ｅ企業年金の記録により、

４万 5,000 円とすることが必要である。 



茨城厚生年金 事案 790 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ機関における資格喪失

日に係る記録を平成９年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

16 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年２月 28 日から同年３月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ機関にお

ける厚生年金保険の被保険者資格喪失日が、平成９年２月 28 日である

旨の回答を受けた。 

本来、厚生年金保険被保険者の資格喪失日は退職日の翌日となるはず

なので、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日を平成９年３

月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された退職証明書により、申立人が平成９年２月 28 日

までＡ機関に勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ機関に照会したところ、申立人は、平成９年２月 28 日まで同

機関に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた旨の回答が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ

機関に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたも

のと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ機関におけ

る平成９年１月のオンライン記録から、16 万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、申立人について被保険者の資格喪失日を誤って届け

出た旨を認めていることから、事業主から社会保険事務所（当時）へ申立



てどおりの資格の喪失に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る平成９年２月の保険料について納入の告知を行っ

ておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事

業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していない

と認められる 



茨城国民年金 事案 1000 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41 年９月から 45 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 41年９月から 45年２月まで 

Ａ市に転居したのを機に、Ａ市役所において国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付した。町内の役員の方が保険料を徴収に来ていたの

で、苦しい生活の中、定期的に納めたことを憶えている。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、平成 21 年６月４日に、申立期間前後の期間の厚生

年金保険被保険者資格記録が訂正及び追加されたことが確認できることから、

申立期間当時、申立期間の保険料のみを納付したとする申立人の主張には不

合理な点が認められる。 

また、申立人が保管する国民年金手帳の昭和 41 年度及び 42 年度の「国民

年金印紙検認記録」頁と「国民年金印紙検認台紙」（印紙貼付用）頁には、

昭和 43 年に、検認割印を押した後に切り離した事実が確認でき、41 年４月

から 42 年３月までの検認欄には保険料を納付したことを示す収納印が押され

ていないことから、41 年度及び 42 年度の保険料について、現年度納付によ

り納付したとは考え難く、申立人が、保険料を定期的に納付したとする主張

には矛盾が認められる。 

さらに、国民年金被保険者移動記録簿では、申立人の欄に「Ｂ」及び「不

在」と記載されていることから、申立期間当時、申立人の転居先が不明のた

め、納付書が送達できなかったものと推認できる。 

加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうか

がえず、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情も見当

たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



茨城国民年金 事案 1001 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年１月から 53 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年１月から 53年１月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 49 年１月か

ら 53年１月までの国民年金保険料が未納とされていた。 

昭和 43 年６月に国民年金に任意加入後、厚生年金保険被保険者となった

期間以外は国民年金に加入し、保険料を納付していた記憶がある。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の大半について、厚生年金保険被保険者との婚姻（昭

和 36 年 10 月）による合算対象期間（カラ期間）であるため、国民年金被保

険者資格を有しておらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も

うかがえないことから、申立内容に不合理な点が認められる。 

また、国民年金被保険者台帳（特殊台帳）により、申立人については、昭

和 53 年 11 月７日に国民年金に係る住所変更手続が行われていることが確認

できることから、申立期間について、Ａ町（現在は、Ｂ市）において、継続

して保険料を納付していたとする申立人の主張には不合理な点が認められる。 

さらに、国民年金被保険者台帳（特殊台帳）により、申立人は、昭和 53 年

９月に申立期間直後の同年２月から同年３月までの保険料を過年度納付して

いることが確認でき、事実、申立人の夫が国民年金に加入した時期は、前後

の任意加入者の国民年金手帳記号番号から、申立期間直後の 53 年８月 22 日

から同年９月 16 日の間であると考えられることから、申立人は、その夫の国

民年金加入に伴い国民年金に再加入したことが推認できる。 

加えて、申立人は、申立期間の保険料を後からまとめて納付したことはな

いと主張しており、事実、申立期間の保険料を過年度納付及び特例納付した

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定



申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



茨城国民年金 事案 1002 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年８月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 63 年８月 

昭和 63 年８月に、Ａ町役場（現在は、Ｂ市）において、国民年金の

加入手続を行い、申立期間前に勤務していた会社を退職してから次の会

社に就職するまでの申立期間の国民年金保険料１か月分を現金で納付し

た。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 63 年８月１日付けで厚生年金保険被保険者資格を喪失

した後、Ａ町役場において国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、

申立期間当時に申立人の居住地を管轄する社会保険事務所（当時）におい

て払い出される国民年金手帳記号は「＊」であり、申立人には現在の基礎

年金番号である厚生年金保険記号「＊」が払い出される以前に国民年金手

帳記号番号が払い出された形跡が見当たらず、事実、申立人が保管する年

金手帳には、厚生年金保険記号番号のみが記載されていることから、申立

期間については、国民年金被保険者資格を有していなかったため、保険料

を納付することができない。 

また、申立人は、申立人が国民年金に加入したと考えられる平成 10 年

９月の時点では、特例納付制度は存在しないため、特例納付により申立期

間の保険料を納付することができない。 

さらに、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も

うかがえず、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情

も見当たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



茨城国民年金 事案 1003 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年４月から５年３月までの国民年金保険料については、申

請免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月から５年３月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、平成３年４月か

ら５年３月までの国民年金保険料が未納とされていた。 

私は、申立期間当時、学生であったものの、亡くなった父から、申立期

間の保険料については、全額免除の手続を行ったと聞いている。 

このため、申立期間について、保険料が未納とされ、申請免除とされて

いないことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金に加入した時期は、直前の強制加入者の国民年金手帳記

号番号及び申立人の平成５年４月から同年８月までの保険料の納付年月日か

ら、同年６月 10 日から同年８月 23 日までの間と考えられ、この時点では、

申立期間に係る申請免除の手続を行うことはできない。 

また、申立人は、その父が、国民年金の加入手続及び保険料の申請免除手

続を行ったと主張しているが、申立人自身は国民年金の手続に直接関与して

おらず、その父も既に他界しているため、申立期間当時の具体的な国民年金

の加入状況及び申請免除手続の状況が不明である。 

さらに、申立期間の保険料が申請免除とされていたことを示す関連資料が

無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがえず、ほか

に申立期間の保険料が申請免除されていたことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認める

ことはできない。 



茨城国民年金 事案 1004 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年 10 月から 63 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年 10月から 63年９月まで 

    社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 61 年 10 月

から 63年９月までの国民年金保険料が未納とされていた。 

    国民年金の加入手続を行った昭和 63 年 10 月に、保険料を２年分さかの

ぼって一括納付することができることを聞き、銀行から現金を引き出し、

Ａ市役所（現在は、Ｂ市役所）において、申立期間の保険料を納付した。 

    このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由、 

   申立人は、申立期間の保険料を昭和 63 年 10 月に一括納付したと主張して

いるが、申立人が国民年金に加入した時期は、国民年金手帳番号払出簿（電

算化資料）から、平成元年４月 26 日以降と考えられ、申立人が加入手続を

行ったとする昭和 63 年 10 月時点では、国民年金被保険者資格を有しておら

ず、また、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがえないこ

とから、申立人の主張には不合理な点が認められる。 

また、申立人は、昭和 63 年 10 月に、申立期間の保険料をさかのぼって納

付したと主張しているが、オンライン記録により、申立期間直後の 63 年 10

月から平成元年３月までの保険料を、２年 11 月７日に、一括して納付して

いることが確認できることから、この納付事実と記憶が混同しているのでは

ないかと考えられる。 

このほか、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



茨城国民年金 事案 1005 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年 12 月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年 12月 

再就職の面接の際、無職時における国民年金の加入について助言された

ため、私は、平成元年 11 月ころに国民年金の加入手続を行った。その後、

国民年金保険料の納付書が届いたので、平成２年２月ころ、会社を休み、

Ａ町役場（現在は、Ｂ市役所）で保険料を納めた。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が国民年金に加入した時期は、直後の強制加入者の国民年金手帳記

号番号から、平成８年２月ころと考えられ、この時点では、申立期間につい

ては時効により保険料を納付できず、別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れた形跡もうかがえない。 

また、申立人の年金記録については、オンライン記録により、申立期間直

後の厚生年金保険被保険者資格記録が平成８年２月 13 日に追加されている

ことが確認できることから、２年２月に申立期間の保険料を納付したとする

申立人の主張には、不合理な点が認められる。 

さらに、申立人が国民年金に加入したと考えられる平成８年２月ころの時

点では、特例納付制度は存在しないため、申立期間の保険料を特例納付によ

り納付することができない。 

加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



茨城国民年金 事案 1006 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年 12 月から平成３年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年 12月から平成３年３月まで 

大学在学中に、学生の国民年金加入時における被保険者資格が任意から

強制に変わり、Ａ市役所から国民年金の加入案内があった。その後、母が、

加入手続を行い、国民年金保険料を納付してくれた。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その母がＡ市役所において国民年金の加入手続を行ったと主張

しているが、申立期間当時に申立人の居住地を管轄する社会保険事務所（当

時）において払い出される国民年手帳記号は「＊」であり、申立人には現在

の基礎年金番号である厚生年金保険記号「＊」以外に国民年金手帳記号番号

が払い出された形跡が見当たらないことから、申立期間については、国民年

金被保険者資格を有しておらず、保険料を納付することができない。 

また、申立人は、大学在学中に国民年金の制度が変わったことを受け、そ

の母が加入手続を行ったと主張しているが、学生の国民年金加入時における

被保険者資格が「任意」から「強制」に変わったのは平成３年４月以降であ

り、オンライン記録により、申立人は平成３年４月に厚生年金保険の被保険

者資格を取得していることが確認できることから、申立人の主張には不合理

な点が認められる。 

さらに、申立人は、その母が、国民年金の加入手続を行い、申立期間の保

険料を納付していたと主張しているが、申立人自身は国民年金の手続に直接

関与していないため、申立期間当時の具体的な国民年金の加入状況及び保険

料の納付状況が不明である。 

加えて、申立人は、申立期間の保険料を後からまとめて納付したことはな

いと主張しており、事実、申立期間の保険料を過年度納付により納付したこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 



その上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



茨城国民年金 事案 1007 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年４月から 61年３月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 60 年４月か

ら 61 年３月までの国民年金保険料の納付記録が確認できないとのことであ

った。 

申立期間については、年金手帳の「国民年金の記録」欄に、昭和 60 年４

月１日に被保険者となった旨の記載があるため、当時居住していたＡ市に

おいて、国民年金の加入手続を行ったものと思う。いつごろその手続を行

ったかは覚えていないが、これまで状況に応じてその都度国民年金の手続

を行い、保険料も未納なく納付してきた。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間については、厚生年金保険被保険者との婚姻（昭和 57

年 11 月）による合算対象期間（カラ期間）であるため、国民年金被保険者資

格を有しておらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかが

えないことから、申立内容に不合理な点が認められる。 

また、申立人の国民年金第３号被保険者該当届は、昭和 61 年５月 31 日に

申立人の居住地を管轄するＡ市役所に提出され、社会保険事務所において、

同年 10 月２日に該当処理手続が行われていることが確認でき、仮に、申立人

が申立期間について、国民年金に任意加入している場合、同年４月中に第３

号被保険者についての該当手続が行われているべきであることから、申立期

間について、継続して保険料を納付していたとする申立人の主張には、矛盾

が認められる。 

さらに、申立人は、所持する年金手帳における「被保険者となった日」欄

に、「昭和 60 年４月１日」と記載されていることをもって、申立期間につい

て、Ａ市において国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、同記載に



ついては、Ａ市で記載されたものではない旨の回答を同市役所から得ており、

事実、同市役所が保管する申立人に係る国民年金被保険者名簿には、申立人

が 60 年４月１日に国民年金被保険者資格を取得した形跡が無いことから、申

立人の主張には不合理な点が認められる。 

加えて、申立人は、申立期間の保険料を後からまとめて納付したことはな

いと主張しており、事実、申立期間の保険料を過年度納付したことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

その上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



茨城国民年金 事案 1008 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年２月から６年１月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年２月から６年１月まで 

    社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、平成５年２月から

６年１月までの国民年金保険料が未納とされていた。 

平成５年２月１日付けで厚生年金保険被保険者資格を喪失後、Ａ市Ｂ区役

所において、国民年金の加入手続を行った。申立期間の保険料については、

毎月、Ｃ郵便局において、１万 500円を納付した。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成５年２月１日付けで厚生年金保険被保険者資格を喪失後、Ａ

市Ｂ区役所において国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、申立期間

当時に申立人の居住地を管轄する社会保険事務所において払い出される国民年

金手帳記号は「＊」であり、申立人には現在の基礎年金手帳記号である厚生年

金保険記号「＊」以外に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡が見当たら

ないことから、申立期間については、国民年金被保険者資格を有しておらず、

保険料を納付することができない。 

また、申立人は、申立期間の保険料について、毎月、郵便局において納付し

たと主張しているが、Ａ市役所に照会したところ、郵便局が保険料の収納指定

金融機関として業務を開始したのは、平成 10 年４月以降である旨の回答が得ら

れたことから、申立人の主張には信憑
ぴょう

性が認められない。  

さらに、申立人は、申立期間の保険料について、１月当たり１万 500 円であ

ったと記憶しているが、申立期間のうち、平成５年２月及び同年３月の保険料

額については、当該額と相違していることから、申立内容に不合理な点が認め

られる。 



加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



茨城国民年金 事案 1009 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 41 年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年 11 月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 36 年４月か

ら 41年 11月までの国民年金保険料が未納とされていた。 

申立期間については、Ａ区Ｂ出張所において保険料を納付した記憶があ

る。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の住所については、申立人が 20 歳当時居住していた住所地を管轄す

る社会保険事務所の国民年金手帳記号番号払出簿において｢不在｣印が押され

ていることが確認できることから、申立期間について、申立人に保険料の納

付書が郵送されるとは考え難く、申立人は、保険料を納付することはできな

かったものと推認できる。 

また、申立人は、婚姻前と婚姻後のそれぞれの居住地であるＣ自治体Ａ区

及びＤ市において、国民年金の加入手続を行い、二つの国民年金手帳記号番

号が払い出されており、これらの同記号番号の統合年月日は不明であるが、

申立人に係る現在の年金記録については、オンライン記録により、平成 21 年

12 月 24 日に、申立期間直後の厚生年金保険被保険者資格記録が追加された

ことに伴い、国民年金被保険者資格喪失年月日が、昭和 61 年３月 31 日から

41 年 12 月 15 日に訂正されていることが確認できることから、申立期間につ

いてのみ継続して保険料を納付していたとする申立人の主張には、不合理な

点が認められる。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料について、後からまとめて納付した

ことはないと主張しており、事実、申立期間の保険料を過年度納付及び特例

納付したことをうかがわせる事情も見当たらない。 



加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



茨城国民年金 事案 1010 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年９月から 51 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年９月から 51年８月まで 

           社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 50 年９月

ら 51年８月までの期間について国民年金に未加入とされていた。 

                    申立期間については、Ａ資格を取得するため専門学校に通学していたこ

とから、母親が、国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付して

いたはずである。また、昭和 51 年 11 月２日に再交付を受けた年金手帳の

国民年金の被保険者となった日が 53 年９月１日となっていることに疑問が

ある。 

                    このため、申立期間について、国民年金被保険者資格が無く、保険料の

納付事実がないことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由、 

      申立人が国民年金に加入した時期は、前後の任意加入者の国民年金手帳記

号番号から、昭和 53 年９月７日から同年９月 13 日までの間と考えられ、ま

た、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡はうかがえないことから、

50 年９月の時点では、申立期間については、国民年金の被保険者資格を有し

ておらず、納付書が発行されることはない。 

また、申立人は、昭和 51 年 11 月２日に再交付を受けた年金手帳の国民年

金の被保険者となった日が 53 年９月１日と記載されていることに疑問があ

るとしているが、55 年５月＊日に婚姻したその妻は、52 年 12 月１日にＢ社

Ｃ作業所を退職後に国民年金に加入し、保険料を納付しているが、その際に

付番された国民年金手帳記号番号は「******」(記号は申立人と同じ

「****」）であることが確認でき、申立人に付番された番号は、この番号よ

り約 4,000 番後の「******」であり、申立人が国民年金に加入した時期が 53

年９月ころであることを裏付けるものであり、申立人の申立内容については

根拠に乏しいものとなっている。 



さらに、申立人は、その母が、国民年金の加入手続を行い、申立期間の保

険料を納付したと主張しているが、申立人自身は国民年金の手続に直接関与

していないため、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

加えて、申立人は、申立期間の保険料を後からまとめて納付したとは主張

しておらず、事実、申立期間の保険料を過年度納付及び特例納付したことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

  また、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



茨城厚生年金 事案 791 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年４月から 54年５月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社Ｂ支店に勤務していた昭和 52年４月から 55年４月１日までの期間の

うち、52年４月から 54年５月１日までの期間について、加入記録が無か

った旨の回答を受けた。 

間違いなく勤務していたので、申立期間について厚生年金保険の被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の証言及び申立人から提出された雇用保険被保険者資格取得届出確認

照会回答書により、申立人が申立期間中にＡ社Ｂ支店に勤務していたことが

確認できる。 

一方、上記回答書によれば、申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年４月

30 日から 53 年 11 月 25 日までの期間については、雇用保険の短期雇用特例

被保険者である上、同被保険者資格の取得及び喪失を繰り返しており、合計

３か月の雇用保険未加入期間が生じていることから、継続勤務ではなかった

ものと推認できる。 

また、当該回答書によれば、申立人は、申立期間のうち、昭和 53 年 12 月

４日以降の期間については、雇用保険の一般被保険者となっていることが確

認できるものの、申立人から提出された昭和 55 年度Ｃ通知書に記載されてい

る 54 年分の社会保険料控除額を基に、54 年１月から同年４月までの同控除

額について検証したところ、同控除額は、仮に、申立人がＡ社Ｂ支店におい

て、雇用保険被保険者資格及び厚生年金保険被保険者資格を有していた場合

に控除される金額と大幅に相違していることから、申立人は、雇用保険の一

般被保険者となったのと同時に、厚生年金保険に加入したものとは考え難い。 

さらに、申立人が自身と同じ職種（Ｄ職）として名前を挙げた同僚二人は、



Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に名前が見られないこ

とから、同社では、Ｄ職を必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させて

いなかった事情がうかがえる。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 792 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年６月から 44年３月まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ機関の関連機関であるＢ機関（現在は、Ｃ機関）に勤務していた昭和 43

年６月から 44 年３月までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を

受けた。 

申立期間中、Ｂ機関に勤務していたことは間違いないので、同期間につ

いて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時にＢ機関に勤務していたことは、同僚の証言により

推認できる。 

一方、Ｃ機関に照会したところ、申立期間当時の書類が残存していないた

め、申立人に係る当時の勤務状況及び厚生年金保険の適用については確認す

ることができない旨の回答が得られた。 

また、申立期間当時、Ｂ機関に一緒に勤務していたとして、申立人が名前

を挙げた同僚５人に照会したところ、３人から回答が得られ、そのうちの１

人からは、申立人の厚生年金保険の加入状況については不明であるものの、

厚生年金保険に加入していない同僚が１人いたとして、その同僚の名前を挙

げており、事実、オンライン記録により、当該同僚の厚生年金保険の加入記

録を調べたところ、Ａ機関において被保険者資格を有していなかったことが

確認できることから、当時、同院には厚生年金保険に加入していない従業員

がいたことがうかがえる。 

さらに、申立期間に係るＡ機関における健康保険厚生年金保険被保険者原

票綴には、申立人に係る同原票が無く、健康保険整理番号に欠番も見られな

いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

加えて、労働局に照会したところ、Ｂ機関における申立人の雇用保険被保

険者記録は無い旨の回答が得られた。 



このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 793 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年 10月１日から 12 年８月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務した期間のうち、平成 11 年 10 月１日から 12 年７月 31 日まで

の期間について、標準報酬月額が 24万円となっている旨の回答を受けた。 

私は、申立期間当時、毎月 30 万円以上の給料を受給しており、家族手当

や交通費等諸手当に変動は無かったと記憶している。 

このため、申立期間の標準報酬月額について、給与総支給額に見合う額

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立てに係る事実を確認できる資料として、Ｂ町役場から「平

成 12 年分の確定申告書提出用」（写）を入手し、提出しているものの、同

（写）の社会保険料控除欄には 45 万 9,900 円と記載されていることが確認

でき、当該額は、オンライン記録により確認できる申立人の標準報酬月額 24

万円に基づく保険料額にほぼ一致する。 

また、当該確定申告書提出用（写）について、Ｂ町役場税務課に照会した

ところ、同課から申立人に交付されたものである旨の回答が得られた。 

さらに、報酬月額として社会保険事務所に届ける額の決定基準及び事業所

において標準報酬月額を変更しなければならない事情等について、申立期間

当時のＡ社の事業主及び申立人が名前を挙げた同僚に照会したものの、具体

的な証言が得られなかった。 

加えて、申立期間について、申立人は、標準報酬月額の改ざんが行われた

と主張しているが、オンライン記録では、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額が遡及
そきゅう

して訂正された事実は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は見当たら



ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 794 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年３月１日から 28年５月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 27 年３月１日から 28 年５月１日までの期間につ

いて、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

    私は、昭和 27 年３月に中学校を卒業した後、Ｂ自治体Ｃ区の叔母の家に

間借りをし、Ｄ市場内に店舗のあるＡ社に勤めていた。  

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ自治体Ｃ区にあるＥ市場Ｆ市場内の「Ａ社」に勤務していた

と主張していることから、オンライン記録により「Ａ社」を含む名称の厚生

年金保険の適用事業所を検索したところ、「Ａ社」という名称を含む適用事

業所が３社存在することが確認できるものの、そのうちの２社は、新規適用

日が昭和 30 年代であり、また、１社は、新規適用日が昭和 24 年２月１日で

はあるが、申立人が勤務していたと主張する所在地ではないことから、申立

人が勤務した事業所とは考え難い上、当該事業所に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿に、申立人の名前が無く、健康保険整理番号に欠番も見られ

ない。 

また、Ｃ区を管轄する法務局に照会したところ、該当する名称の法人登記

は見当たらない旨の回答が得られた。 

さらに、申立人が勤務していたと主張するＡ社の店舗があったＥ市場の事

務所及び市場内取引業者の各種団体（Ｇ協同組合、Ｈ協同組合及びＩ市場関

連事業者組合）に照会したところ、いずれも、申立期間当時の資料は残され

ておらず、当該事業所についての記憶が無い旨の回答が得られた。 

加えて、申立人は、申立期間における当時の代表者名について、名字しか



記憶していないことから、オンライン記録上特定できず、また、当時の同僚

について記憶していないため、申立人に係る当時の勤務状況等について具体

的な証言を得ることができない。 

また、申立人は、Ｂ自治体Ｃ区Ｊ町にある叔母の家からＡ社に通っていた

と主張しているが、その叔母は既に他界しているため、申立人の主張に関す

る証言を得ることができない。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 795 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30年４月１日から 36年３月５日まで 

             ② 昭和 36年４月 11日から 39年７月 16日まで 

社会保険事務所（当時）で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、

Ａ社に勤務していた申立期間①及びＢ社に勤務していた申立期間②につい

て、昭和 39 年 11 月４日に脱退手当金が支給済みとなっていることが判明

した。 

しかし、私は、脱退手当金を受領した記憶は無いので、申立期間につい

て脱退手当金が支給済みとされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社に係る厚生年金保険被保険者名簿には脱退手当金の支給を意味する

「脱」表示が記されているとともに、申立期間に係る脱退手当金の実支給額

は法定支給額と一致しており、計算上の誤りも無く、オンライン記録では、

申立人の同社に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約４か月後の昭

和 39 年 11 月４日に、申立期間に係る脱退手当金が支給決定されている上、

申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金の算定のために必要と

なる標準報酬月額等を、社会保険庁（当時）から当該脱退手当金を裁定した

社会保険事務所へ回答したことが記録されているなど、一連の事務処理に不

自然さはうかがえない。 

なお、Ｂ社で脱退手当金の支給記録がある同僚のうち、連絡先の判明した

６人に照会したところ、全員から回答があり、そのうちの１人からは、脱退

手当金の説明が行われていたとしており、自身が脱退手当金を受領したこと

を記憶している旨の証言が得られたほか、２人からは、脱退手当金を受領し

ている旨の証言が得られた。 



このほか、申立人に申立期間当時の状況を聴取しても申立期間に係る脱退

手当金を受給した記憶が無いというほかに、申立人が申立期間に係る脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 796 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年７月 20日から同年９月 20日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 41 年７月 20 日から同年９月 20 日までの期間につ

いて、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私がＡ社においてアルバイトとして働いた、昭和 40 年９月１日から同年

９月 21 日までの期間について加入記録があるにもかかわらず、申立期間に

ついて加入記録が無いのはおかしい。 

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に照会したところ、申立人の申立期間における勤務状況については確

認できないとしているほか、申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格に係

る取得・喪失の届出及び同期間に係る厚生年金保険料の納付の有無について

は、当時の社会保険事務担当者が既に他界している上、当時の資料も残存し

ていないため、不明である旨の回答が得られた。 

また、Ａ社の事務担当者から、申立期間当時、事務担当者ではなかったも

のの、当時について記憶している者から証言が得られたとして、「申立期間

当時、臨時職員（アルバイト）については、本人から申し出があれば、厚生

年金保険に加入させていなかった。」旨の回答が得られた。 

さらに、申立期間当時にＡ社に勤務していた同僚７人に照会したところ、

４人から回答が得られ、そのうち、申立人と同様に同社Ｂ店で働いていた２

人からは、申立人の名前に記憶が無い旨の回答であったため、当時の申立人

の勤務状況等について証言を得ることはできない。 

加えて、公共職業安定所に照会したところ、Ａ社における申立人の雇用保

険被保険者記録は無い旨の回答が得られた。 



また、申立期間に係るＡ社における健康保険厚生年金保険（事業所別）被

保険者名簿には、申立人の名前は無く、健康保険整理番号に欠番も見られな

いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 797 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年 10月１日から７年 10月１日まで 

             ② 平成９年 11月 30日から同年 12 月 21日まで 

    社会保険事務所（当時）でＡ社に勤務していた時の標準報酬月額を確認

したところ、平成３年４月１日から９年 12 月 21 日までの勤務期間のうち、

申立期間①の標準報酬月額が自分の記憶している金額と相違していること

が判明した。このため、標準報酬月額を訂正してほしい。 

また、Ａ社には平成９年 12月 21日まで勤務したが、厚生年金保険の記

録が同年 11月 30日までとなっているので、申立期間②について厚生年金

保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、閉鎖商業登記簿謄本から、Ａ社は、平成 11 年３月

23 日に破産しており、当時の資料が残存していないため、申立期間当時の

申立人に係る厚生年金保険料控除額を確認できない。 

  また、申立期間①当時のＡ社の取締役６人に照会したところ、３人から

回答が得られ、うち２人から、申立人の申立期間①について、給与の額に

見合った標準報酬月額の届出及び給与に見合った厚生年金保険料控除を行

っていたとする旨の回答が得られた。 

さらに、オンライン記録から、申立期間①に被保険者資格を有する同僚

で、平成６年に報酬月額の算定が行われた 49 人のうち、同年 10 月１日に

標準報酬月額が引き下げられた者が、申立人を含め５人いることが確認で

きるが、その定時決定による標準報酬月額等に不自然さはうかがえない。  

加えて、申立人の標準報酬月額は、オンライン記録により 20 万円とされ

ているが、22 万円と主張している申立人及び同僚の標準報酬月額の記録に

ついて、遡及
そきゅう

して訂正が行われていることはなく、社会保険事務所におい

て不合理な処理が行われた形跡は見当たらない。 



２ 申立期間②について、Ｂ労働局に照会したところ、申立人は、平成３年

４月１日に、Ａ社で雇用保険の被保険者資格を取得し、９年 12 月 22 日に

同資格を喪失しているとの回答が得られたことから、申立人は当該期間に

同社に勤務していたことが確認できる。 

一方、申立期間②当時のＡ社の取締役６人に照会したところ、３人から

回答が得られたが、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の控除及び

納付に関する具体的な証言は得られなかった。 

また、Ａ社の社会保険担当者から、申立人の申立期間②に係る勤務の有

無は不明だが、同社は倒産直前に社会保険料を支払うことができなくなり、

平成９年 11月 30日に資格喪失の届出を行った旨の証言が得られた。 

さらに、オンライン記録により、申立人及び申立人が名前を挙げた同僚

２人をはじめ、取締役全員を含む 132 人が、平成９年 11 月 30 日に厚生年

金保険被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

加えて、申立人が名前を挙げた同僚２人（うち１人は申立人の妻）及び

申立期間当時、厚生年金保険被保険者資格を有した５人の計７人に照会し

たところ、５人から回答が得られ、申立人が名前を挙げた同僚から、平成

９年 12 月分給与は支払われず、翌年、労働基準監督署に出向き６万円ない

し８万円を受け取ったとの証言が得られたものの、申立人の申立期間に係

る厚生年金保険の加入及び資格喪失に係る取扱いについて具体的な証言は

得られなかった。 

 

３ このほか、両申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の

両申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、

周辺事情も見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立期間①について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により、給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

また、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間②に係る厚生年

金保険料を事業主により、給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



茨城厚生年金 事案 798（事案 535の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の記録について、標準報酬月額の

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 10月１日から９年４月 29日まで 

Ａ社に勤務していた平成７年 10 月１日から９年４月 29 日までの標準報

酬月額の訂正が認められなかった。 

私が、Ｂ社会保険事務所（当時）において減額の手続をしたとのことだ

が、私は、平成９年５月１日の午前 11 時までにＣ地方裁判所に弁護士と出

向き、印鑑を手渡したので、そのような事実は無い。このため、標準報酬

月額の訂正が認められないことに納得ができない。 

今回、「管財人の報告書（実印の引渡時）」、「破産宣告の通知」及び

「破産の決定書」を提出するので、申立期間について標準報酬月額の訂正

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人がＡ社の代表取締役であり、同

社が社会保険料を滞納しており、社会保険事務所（当時）から督促がきてい

たことを認識していたほか、申立期間当時、会社の印鑑等は申立人自身が保

管しており、標準報酬月額の遡及訂正処理日である平成９年５月１日より後

に当該印鑑等を管財人に預けたと主張していること等により、既に当委員会

の決定に基づく平成 21 年９月 30 日付け標準報酬月額の訂正は必要でないと

する通知が行われている。 

申立人から提出された「管財人の報告書（実印の引渡時）」、「破産宣告

の通知」及び「破産の決定書の写し」は、Ａ社が「平成９年５月１日午前 11

時」に破産宣告を受けたことのみの資料であり、申立人が、同社の代表取締

役として自らの標準報酬月額に係る記録訂正処理を行っていないとする理由

とは言えない。 



また、申立人は、平成９年５月１日午前 11 時までにＣ地方裁判所に弁護士

と出向き、管財人に印鑑を手渡したので、Ｂ社会保険事務所において減額処

理をした事実は無いと主張しており、同日同時刻までに当該社会保険事務所

に行くことができなかったことのみを主張しているほか、「社会保険庁（当

時）側がＡ社の同意を得ずに記録訂正処理を行った。」と主張しているが、

具体的な根拠はない。 

申立人は、新たな資料として「管財人の報告書（実印の引渡時）」等を提

出したが、前記のとおり、これらは委員会の当初の決定を変更すべき新たな

事情とは認められず、ほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は

見当たらないことから、申立人の申立期間における厚生年金保険の記録につ

いて、標準報酬月額の訂正を認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 799 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の記録について、標準報酬月額の

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年 10月１日から 16 年８月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた期間のうち、平成 15 年 10 月１日から 16 年８月１日ま

での期間について、標準報酬月額が 20 万円となっている旨の回答を受けた。 

しかし、平成８年 10 月１日から現在に至るまで、標準報酬月額は 50 万

円であるはずなので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録では、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額は、

当初、平成 15 年 10 月から 16 年７月までは 50 万円と記録されていたところ、

17 年１月 31 日付けで遡及
そきゅう

して訂正され、20 万円に引き下げられていること

が確認できる。 

一方、Ａ社に係る商業登記履歴事項全部証明書により、申立人は、申立期

間当時に同社の代表取締役を務めていたことが確認できる。 

また、申立期間に係るＡ社における健康保険厚生年金保険被保険者報酬月

額変更届には、同社の社判及び代表者印が押されていることが確認できる。 

さらに、滞納処分票により、Ａ社が社会保険料を初めて滞納した、平成 14

年５月分から 17 年１月分までの保険料について、遅れて納付されている上、

社会保険事務所が再三に渡り保険料納入の約束を申立人と取り交わしている

旨及び納入計画書の提出を求めている旨の事蹟が記載されていることが確認

できる。 

加えて、上記滞納処分票により、平成 17 年１月 28 日の事蹟では、今後新

規発生分の保険料を確実に納入する旨及び滞納した場合は差し押さえする旨

の約束を申立人と取り交わしていることが確認できる。 

これらのことから、申立人が遡及訂正処理に係る届出を行ったものと考え

るのが自然であり、申立人は自身の標準報酬月額が引き下げ訂正されること



について同意していたものと考えられる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、Ａ社の代表取締役として

自らの標準報酬月額に係る記録訂正処理が行われることに同意しながら、こ

の減額処理が有効なものではないと主張することは信義則上許されず、申立

人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認

めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 800 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年８月１日から 21年 10月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社Ｂ工場に勤務した昭和 19 年８月１日から 21 年 10 月１日までの期間に

ついて、記録が無かった旨の回答を受けた。一緒に仕事をした同僚は再調

査の結果によりＡ社Ｂ工場における記録が見つかったものであり、私の記

録も有るはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社Ｂ工場に勤務した旨を主張しているところ、同名の事業所

はオンライン記録には見当たらないが、申立人が主張する所在地に、適用事

業所としてＡ社Ｃ製作所が存在しており、同社同製作所の被保険者名簿には、

「Ａ社Ｃ製作所Ｂ工場」と記載してあるページも存在することから、申立人

が勤務していたのはＡ社Ｃ製作所であると考えられる。 

また、申立期間当時にＡ社Ｃ製作所において被保険者資格を有している同

僚の証言から、申立人が、申立期間当時、Ａ社Ｃ製作所に勤務していたこと

は推認できる。 

一方、現在のＡ社に照会したところ、申立人に係る記録は保存されておら

ず、申立人の勤務及び厚生年金保険加入について確認できないとの回答が得

られた。 

また、申立期間前にＡ社Ｃ製作所において被保険者資格を取得し、申立期

間後に資格を喪失している者のうち、同社の別事業所からの転勤ではない者

で、存命中で連絡先が判明した 17 人に照会したところ、１人から、申立人と

思われる人物に記憶があるが、当該人物は、自身が入社した後に大量に採用

された臨時扱いの雇用形態であり、臨時扱いの者は自分たち正社員とは取扱

いが区別されていたとの証言が得られた。なお、当該同僚のうち、昭和 19 年



４月 10 日に資格を取得している者が 13 人確認できるが、回答があった同僚

の１人は、同日に入社した者は全員青年学校に入学した者であったと証言し

ているところ、申立人は青年学校には入学していないと主張している。 

加えて、申立人は、同僚６人の名前を挙げているが、うち２人については、

資格取得日から、青年学校入学者と思われ、１人については、申立人が主張

する名字の者が多数おり、特定できず、１人については、該当者と思われる

者が名簿上に見当たらない。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申

立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も

見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。  



茨城厚生年金 事案 801 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年５月１日から同年 10月１日まで 

             ② 昭和 25年３月１日から 26年７月１日まで 

             ③ 昭和 26年７月１日から 28年９月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事務所に勤務していた期間のうち、昭和 21 年５月

１日から同年 10 月１日までの期間、同社に勤務していた期間のうち、25

年３月１日から 26 年７月１日までの期間及び同社Ｄ事務所に勤務していた

期間のうち、同年７月１日から 28 年９月１日までの期間について、加入記

録が無かった旨の回答を受けた。 

    私は、昭和 21 年５月に入社してから 29 年３月に退職するまで、Ａ社に

継続して勤務していたことは間違いないので、各申立期間について厚生年

金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、当時、Ａ社Ｃ事務所において厚生年金保険被保険

者資格を有していた者のうち、存命中で連絡先の判明した同僚一人に照会

したところ、申立人に係る当時の勤務状況及び厚生年金保険の適用に関す

る具体的な証言は得られなかった。 

    また、申立人は、Ａ社Ｃ事務所に勤務していた同僚のうち、同じＥ高校

の定時制に通学していた同僚がいたとして、その名前を挙げているところ、

オンライン記録により、当該同僚は、申立期間①に、同社同事務所におい

て厚生年金保険被保険者資格を有していることが確認できるものの、当該

同僚から得られた照会結果では、入社と同時に被保険者資格を取得してい

ない上、その入社時期は、労働者年金保険制度の創設前である。 

    さらに、上記回答の得られた同僚から、申立人の厚生年金保険被保険者



資格取得時期について、入社と同時ではなかったと思われる旨の証言が得

られた。 

    加えて、Ｂ社は、Ｄ事務所が閉所となる昭和 42 年ごろまで、採用後６か

月程度の試用期間を設けており、同期間中、厚生年金保険に加入させてい

なかったとしている。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、昭和 23 年４月１日付けで、Ａ社Ｃ事務

所内Ｅ事務室から同社Ｆ所へ異動したと主張しているものの、申立人に係

る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）により、24 年 11 月１日付けで、

「転勤」と記載されていることが確認できることから、申立人の主張には

曖昧
あいまい

な点が認められる。 

    また、申立人は、Ａ社において、被保険者資格を喪失した昭和 25 年３月

１日の翌月の同年４月にＥ高校の定時制に入学し、申立期間②のうち、入

学後の期間については、それまで、３交代制で昼夜間帯の勤務であったと

ころ、昼間帯のみの勤務に変更してもらい、同高等学校の定時制に通いな

がら、Ａ社Ｃ事務所に継続して勤務していた旨を主張しているが、このこ

とについて、確認できる資料等は無い上、各勤務時間帯における厚生年金

保険の適用について確認することができない。 

 

  ３ 申立期間③について、上記１において回答の得られた申立人と同じＥ高

校の定時制に通学していた同僚から、申立人が、同期間前に、同校の定時

制を退学した後、全日制のＧ高校に入学し、同校に通学するためにＡ社Ｄ

事務所を退職したことから、同期間中、同社同事務所には勤務していなか

ったと思われる旨の証言が得られた。 

また、Ｇ高校に照会したところ、申立人の同校への入学は昭和 26 年４月

である旨の回答が得られ、当該同僚の証言と符合する。 

 

  ４ 申立期間①、②及び③について、Ｂ社に照会したところ、当時の書類は

残存していないため、申立人の各申立期間における勤務状況及び厚生年金

保険の適用については確認することができない旨の回答が得られた。 

    また、申立人は、各申立期間中、正社員として勤務していたと主張して

いるところ、Ｂ社から、雇用形態について、「正社員」のほか、必ずしも

厚生年金保険に加入させていなかった「雇員」、「傭員」、「助手」等が

あり、人夫を派遣する「組」という組織も存在していた旨の回答が得られ

た。 

 

５ このほか、各申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の



各申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺

事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として各申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



茨城厚生年金 事案 802 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年５月 25日から 43 年 10月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた期間のうち、昭和 41 年５月 25 日から 43 年 10 月１日

までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、姉の紹介により、姉の夫が経営するＡ社に就職し、昭和 37 年に入

社してから 51 年に退職するまで、Ｂ作業及び運転手として、同社に継続し

て勤務していたことは間違いないので、申立期間について厚生年金保険の

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時にＡ社に勤務していたことは、同社の事業主及び複

数の同僚の証言により推認できる。 

一方、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険被保険者資格を有してい

た者のうち、連絡先の判明した３人（申立人が名前を挙げた同僚を含む。）

に照会したところ、全員から回答が得られ、そのうちの１人からは、申立期

間当時、個人所有のトラックを使用し、同社に名義料を支払い、配送業務を

請け負っていた者が、申立人を含め複数人いた旨の証言が得られた。 

また、上記回答の得られた同僚から、配送業務を請け負っていた者として、

申立人のほか、一人の名前が挙げられたところ、オンライン記録により、そ

の者は、申立人と同様に、Ａ社において被保険者資格をいったん喪失した後、

再度、取得していることが確認できるほか、同記録により、同社において申

立人と同じ厚生年金保険の加入記録を持つ者が、前述の者のほか、一人いる

ことが確認でき、その者は、喪失してから再取得するまでの期間について、

国民年金被保険者資格を有し、国民年金保険料を納付していることが確認で

きる。これらのことから、申立期間当時、同社では、配送業務を請け負って

いた者を含め、従業員ごとに厚生年金保険の取扱いが異なっていたことがう



かがえる。 

さらに、申立人は、健康保険証について記憶していないとしているものの、

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、昭和 41 年５月 25 日に

被保険者資格を喪失し、同年６月１日に健康保険証を返納していることが確

認できる。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 803 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年９月１日から 39年２月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた昭和 38年９月１日から 39年３月１

日までの期間のうち、38年９月１日から 39 年２月１日までの期間につい

て、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

申立期間において、Ａ社に勤務していたことは間違いないので、同期間

について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時の同僚の回答から、申立人が、同期間において、Ａ社に勤務

していたことは推認できる。 

一方、Ｂ社から提出された申立期間当時の「台帳（社員の厚生年金保険記

号番号及び被保険者資格の得喪日が記録されているもの）」により、申立人

が、Ａ社において、初めて厚生年金保険被保険者資格を取得した日は、昭和

39年２月１日であることが確認できる。 

また、Ｂ社に照会したところ、申立期間当時、Ａ社では、半年ぐらいの見

習期間（アルバイト扱い）があり、その期間の給与については、所得税のみ

を控除していた慣例であったことから、申立人は、当時、アルバイトとして

勤務したものと考えられる旨のほか、当時、同社では、厚生年金保険の加入

については任意であった旨の回答が得られた。そこで、Ｂ社から提出された

当時の「給与台帳」を確認したところ、申立人の名前は見当たらない上、厚

生年金保険料が控除されていない者が複数人いることが確認できることから、

当時、同社には厚生年金保険に加入していない従業員がいたことがうかがえ

る。 

さらに、申立期間当時、Ａ社に勤務していた同僚５人に照会したところ、

３人から回答が得られ、そのうち１人からは、当時は見習期間があった旨及

び社会保険の加入については、本人の希望により加入しなくてもよかった旨

の回答が得られた。 



このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。



茨城厚生年金 事案 804 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 39年 10月から 41年２月まで 

社会保険事務所(当時)に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社(現在は、Ｂ社)に勤務していた昭和 39 年 10 月から 41 年２月までの期間

について、記録が無かった旨の回答を受けた。 

当時、家業が不振のため、知人の紹介でＡ社に勤務した。会社の寮に住

み、指示された数か所の工場で働いていた。 

車の免許を取得できる年齢になったため、昭和 41 年２月にＡ社を退職し、

Ｃ県に戻った。このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から、昭和 35 年の創業時から５年程度しか使用していなかったＡ社の

社名、業務内容、現在は無い寮を知っていることから、申立人が当社に勤務

していたことは間違いないと思われる旨の回答が得られたことから、申立人

が、申立期間当時にＡ社に勤務していたことは推認できる。 

一方、Ｂ社に申立人に係る当時の勤務状況及び厚生年金保険の適用につい

て照会したところ、残存している創業当時から現在までの社会保険等の資料

には、申立人の名前を確認することはできない旨及び申立期間当時、同社で

は、地方出身者による期間従業員及び臨時従業員が多数勤務していた旨の回

答が得られた。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金被保険者名簿で確認できた厚生年金保

険被保険者資格を有していた者のうち、存命中で連絡先の判明した一人に同

社における従業員の厚生年金保険の加入条件を照会したところ、当時、期間

従業員及び臨時従業員については、厚生年金保険に加入させておらず、厚生

年金保険の被保険者は正社員のみであった旨の証言が得られた。 

さらに、申立人が名前を挙げた同僚４人のうち、３人については、Ａ社に



係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に名前が見当たらない。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申

立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も

見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 805 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年９月 30日から同年 10月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険加入記録を照会したところ、Ａ

社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における資格喪失日が昭和 53 年９月 30 日にな

っているとの回答を受けた。私は９月いっぱいまでＡ社に勤務したはずで

あり、資格喪失日は昭和 53 年 10 月１日となるので、申立期間について厚

生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｄ社（Ｂ社の人事関連を取り扱う会社）に照会したところ、申立人につい

ての記録は保存されておらず詳細は不明であるが、申立人の退職日のみが判

明し、昭和 53 年９月 29 日であり、厚生年金保険の記録と一致している旨の

回答が得られた。 

   また、Ｅ企業年金基金に照会したところ、同基金における申立人のＡ社Ｃ

工場の資格喪失日は昭和 53 年９月 30 日であり、厚生年金保険の記録と一致

している。 

   さらに、労働局にＡ社における申立人の雇用保険加入記録について照会し

たところ、申立人は、昭和 40 年４月１日に雇用保険被保険者資格を取得し、

53年９月 29日に離職した旨の回答が得られた。 

   加えて、Ａ社Ｃ工場における申立人の健康保険整理番号の前後 100 人ずつ

のうち、同工場を最後に退職したと考えられる者は 21 人確認できる。うち

８人は平成になってからの被保険者の資格喪失であるため除外し、残る 13

人について同資格喪失日を調査したところ、８人が月末又は月中に資格を喪

失しており、Ａ社Ｃ工場の次に資格を取得した事業所において、同社同工場

における資格喪失日と同日に資格を取得していない者９人中８人が月中又は

月末に同社同工場において資格を喪失していることから判断すると、申立期

間当時、同社同工場においては、必ずしも月末に退職し、翌月１日に同資格



を喪失させる事務処理を行っていなかったことがうかがわれる。 

このほか、給与明細書、源泉徴収票等保険料の控除を確認できる資料は無

く、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。  



茨城厚生年金 事案 806 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年４月１日から 30年１月 31日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社Ｂ支店Ｃ営業所に勤務していた昭和 27年４月１日から 30 年１月 31 日

までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、Ａ社Ｂ支店Ｃ営業所を退職する際、同社の経理担当者から年金手

帳を受け取り、同社の次に就職したＤ社に、その年金手帳を提出したこと、

また、その提出時期が遅かったため、別の年金手帳が交付され、年金手帳

が２冊になってしまい、そのうちの１冊を、同社の担当者を通じて、Ｅ社

会保険事務所に返納したことを記憶している。 

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ支店及び同社同支店を統括する同社Ｆ支店に照会したところ、申立

期間に係る社員名簿並びに同社Ｂ支店及び同社同支店Ｃ営業所に関する書類

は残存していないため、申立人の勤務状況及び社会保険の加入状況について

は確認することができないとしているものの、当時の同社の雇用形態として、

「正社員」のほかに、「臨時雇い」及び「日雇い」があった旨の回答が得ら

れた。 

また、申立人が名前を挙げた同僚一人から、Ａ社Ｂ支店Ｃ営業所に在籍し

ていたが、申立人と職務が異なる上、申立人とは一緒に勤務していなかった

ため、申立人の勤務状況及び社会保険の加入状況について証言することはで

きない旨の回答が得られた。 

さらに、申立人は、Ａ社Ｂ支店Ｃ営業所を退職する際、同社の経理担当者

から年金手帳を受け取り、同社の次に就職したＤ社に、その年金手帳を提出

したと主張しているが、年金手帳が交付され始めたのは申立期間以降である



ことから、申立人の主張には矛盾が認められるほか、オンライン記録により、

申立人は、Ｄ社を退職した後の昭和 37 年５月 14 日に、脱退手当金の支給記

録が確認できるところ、この時点で、脱退手当金の計算の基礎となった期間

に、前職である申立期間は含まれていない。 

加えて、申立人は、Ｄ社への年金手帳の提出時期が遅かったため、別の年

金手帳が交付され、年金手帳が２冊になってしまい、そのうちの１冊を、同

社の担当者を通じて、Ｅ社会保険事務所に返納したと主張しているが、オン

ライン記録により、申立人は、昭和 37 年３月 30 日に、同社における厚生年

金保険被保険者資格を喪失した後、51 年２月 16 日に、同資格を再取得して

いることが確認でき、また、同社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保

険者原票の「払出簿確認」の押印から、重複確認が行われた時期は 51 年２月

ごろであることが確認できる。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 807 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年８月 26日から同年 12月 29日まで 

    Ａ社において、平成 15 年８月 26 日に入社したが、健康保険及び厚生年

金保険に加入させてくれなかったため、同年 12 月 29 日に退職した。Ａ社

の求人票には、社会保険に加入する旨が記載されていた。 

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社の給与支払明細書(写)により、申立人が申立期

間当時に同社に勤務し、給与の支払いを受けていたことは確認できる。 

しかし、上記給与支払明細書(写)の健康保険及び厚生年金保険の控除欄に

は保険料額が記載されておらず、申立人がＡ社において、健康保険及び厚生

年金保険の保険料を控除されていなかったことが確認できる。 

また、Ａ社に照会したところ、申立人は、申立期間当時に厚生労働省が実

施していた制度の「トライアル雇用」を利用した雇用だったため、健康保険

及び厚生年金保険に加入させておらず、保険料についても給与から控除して

いなかった旨の証言が得られた。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていることを認めることはできない。  

 


